パネルディスカッション 社会保障改革の動向と障害者施策への影響 
最近の障害者の法的支援活動を通して感じること。 
2017年３月15日 弁護士　藤岡毅
[bookmark: _GoBack]
　プロフィール　弁護士　藤岡　毅　（ふじおか　つよし）　東京弁護士会　所属 
<略歴> 
１９６２年　７月　生 
１９９５年　４月　弁護士登録（47期）　 
２００１年　４月　藤岡毅法律事務所　開業 
＜所属委員会等＞ 
介護保障を考える弁護士と障害者の会全国ネット共同代表、元・内閣府障がい者制度改革推進会議総合福祉部会委員（2010年４月～2012年７月）東京弁護士会高齢者・障害者の権利に関する特別委員会福祉制度部会長「日弁連　人権擁護委員会障がいのある人に対する差別を禁止する法律に関する特別部会」委員、「日弁連　高齢者・障害者権利支援センター」幹事、障害者自立支援法違憲訴訟全国弁護団事務局長、障害と人権全国弁護士ネット会員、共生のための文京地域支援フォーラム実行委員会委員長、障害年金法研究会運営委員、金沢大学非常勤講師 
<主な著書（共著含む）・執筆> 
「障害者の介護保障訴訟とは何か！支援を得て当たり前に生きるために」（現代書館） 
「障害者の介護保障請求権をめぐる画期的判決」（賃金と社会保障1439号） 
「生活保護ケース記録の開示請求全面勝訴東京地裁2007年7月4日判決（同1449号） 
「障害者自立支援法違憲訴訟の意義」（同1483号～1508号連載） 
「６５歳以上障害者の『介護保険優先原則』が生み出す権利侵害」（同1630号） 
「人権としての介護保障をめざして」（同1656号）「ケーススタディ障がいと人権」（生活書院） 
「障害者自立支援法違憲訴訟　立ち上がった当事者たち」（同） 
「障がい者差別よ、さようなら！ケーススタディ障がいと人権２」（同）　 
「Ｑ＆Ａ　障害者差別解消法」（同） 
　「『災害弱者』としての障害者支援」（日本評論社[法学セミナー]2011年8月9月合併号56頁） 
「2011年改正障害者基本法の意義」（『総合リハビリテーション』医学書院第41巻第８号711頁） 
「精神保健福祉の法律相談ハンドブック」（新日本法規） 
　「基本合意・骨格提言・権利条約を実現せよ」（『さぽーと』2016年4月号16頁） 
　「Ｑ＆Ａ　成年後見実務全書」第１巻（民事法研究会・2015年1月刊） 
「障害者関連法律」（『理学療法ジャーナル』医学書院第50巻1号） 
「在宅人工呼吸器ケア実践ガイド」（医歯薬出版株式会社・2016年6月刊）　　　　 
「支援を得てわたしらしく生きる！」（山吹書店・2016年10月刊） 


本の表紙
障害者の介護保障訴訟とは何か　藤岡毅　長岡健太郎著　現代書館　

申入書
総務大臣　高市早苗　殿　　厚生労働大臣　塩崎恭久殿
２０１７年３月１日
障害年金法研究会　代表　橋本宏　子
申入れの趣旨
１　障害年金の審査請求手続きの口頭意見陳述期日において処分庁は出席すること。
２　口頭意見陳述の記録は録音し、反訳記録するなど合理的な運用をされたい。
３　支給決定書に審査請求二重前置の誤った教示がないよう徹底されたい。
申入れの理由
はじめに　
　　当会は、障害年金を必要とする人に確実に行き届くようにするため、障害年金問題に関わってきた（あるいはこれから関わろうと志を持つ）社会保険労務士、社会福祉士・精神保健福祉士、弁護士等の専門家、研究者等が協力しながら具体的事案を通じて研鑽を重ね、障害年金制度をよりよく改善するために活動を行うために2015年10月に結成された団体です。
１　趣旨１について
　2016年4月１日施行の改正「行政不服審査法」（第31条１項）は申立人に口頭意見陳述の機会を保障しました。同条第５項は、申立人に処分庁に対する「質問権」を付与しました。同時に施行された改正「社会保険審査官及び社会保険審査会法」（第9条の3第2項）は、「口頭意見陳述は、審査官が…保険者…を招集してさせるものとする。」と規定します。意見陳述期日は審査官から処分庁（保険者）に対して招集が通知されています。
しかし、同法施行以降、当会会員が出席した意見陳述での処分庁の出欠状況は次のとおりです。　
年月日出欠
2016　10月3日欠席
2016	10月17日欠席
2016	11月2日欠席
2016	12月12日欠席
2017	1月25日欠席
2017	2月6日欠席
2017	2月9日欠席
2017	2月13日欠席
関東信越厚生局７回、近畿厚生局１回

すなわち、全て欠席です。
これでは申立人に処分庁に対する質問権を保障した法の意義は没却します。処分庁の出席は必須とするべきです。
厚生労働省自らが改正法の精神を踏みにじる運用は直ちに改善されるべきです。
行政不服審査法の運用を管理する総務省はこのような状態を放置し続けるのでしょうか。

2017年３月１日・河北新報　オンラインニュース
年金不服申し立て、骨抜き　厚労省、審理に出席ゼロ
年金など社会保険に関する決定に不服申し立てができる制度で、申立人が審理の場で意見陳述する際は国側も呼ぶことが昨年４月の法改正で定められたのに、厚生労働省が人手不足を理由に地方での審理に全く出席していないことが１日、分かった。社会保険労務士や弁護士らでつくる団体からの改善要請を受け、明らかにした。申立人が国に質問できるようにするという法改正の目的を骨抜きにしている形で、厚労省は不適切だったことを認めて「４月からはテレビ電話などで出席するようにしたい」としている。

訴訟団と政府　基本合意を調印　2010年１月７日、厚労省大講堂
NHKニュース画像より　自立支援法訴訟終結へ
合意文書に調印　裁判は終結の見通し
長妻昭厚労相「自立支援法は障害者の皆さんの尊厳を傷つけてしまった」
厚労省「心から反省。自立支援法和解へ」
障害者自立支援法全国14の地裁で約70人が提訴

基本合意文書　平成22年１月７日

2010年(平成22年)４月22日木曜日　朝日新聞　記事
首相、原告に陳謝　自立支援法訴訟　終結受け

障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言 
－新法の制定を目指して－ 2011年8月30日 
障がい者制度改革推進会議総合福祉部会 

「国による基本合意の反故を許さない！ 集団訴訟弁護団　共同抗議声明」 
内閣総理大臣　野田佳彦殿 厚生労働大臣　小宮山洋子殿 　２０１２年２月９日 
障害者自立支援法違憲訴訟原告団全国弁護団 
薬害肝炎全国原告団・弁護団 
ハンセン病違憲国家賠償訴訟全国弁護団連絡会 
原爆症認定集団訴訟全国弁護団連絡会 
全国生存権訴訟弁護団 
全国Ｂ型肝炎訴訟弁護団 
中国「残留孤児」国家賠償訴訟弁護団全国連絡会 
東京ＨＩＶ訴訟弁護団 
大阪ＨＩＶ訴訟弁護団 
ノーモア・ミナマタ国賠等請求訴訟弁護団 
ノーモア・ミナマタ国賠等請求訴訟東京弁護団 
ノーモア・ミナマタ国賠等請求訴訟近畿弁護団 
薬害イレッサ訴訟統一弁護団 

２０１２年６月２０日「障害者総合支援法」
↑ 
障害者自立支援法一部改正法に過ぎない。 
基本合意・骨格提言に基づき、障害者の権利保障体系に変革されるべき。 

　６５歳問題　 

2014年９月24日NHKテレビ
障害者に“65歳の壁”実態明らかに
障害のある人が65歳になると、障害福祉から介護保険のサービスに変わることで、サービスが減ったり負担額が増えたりするケースが各地で相次いでいる実態が、障害者団体の調査で明らかになりました。「65歳の壁」とも言えるこの問題。必要なサービスが受けられなくなってしまう突然の変化が、障害者を苦しめています。現場を取材しました。

2015年３月　65歳問題論文　賃金と社会保障　３月下旬号　2015年
特集　障害者「65歳問題」／女性障害者への複合差別　障害者権利条約実現への道　その５

65歳問題とは
障害者は、介護、就労支援、グループホームなど、さまざまな障害福祉施策を利用して暮らしています。ところが、６５歳になると（介護保険法に指定された１６の特定疾病患者については４０歳から）、障害者施策の利用は後回しにして、「介護保険制度を優先して使え」とされます。これが「介護保険優先原則」です。
「障害者は６５歳の誕生日から障害者でなくなるのか？」との疑問が出され、マスコミ等でも「６５歳問題」と呼ばれています。どういうことでしょうか。 

「社会保障と税の一体改革」は自助と共助を強調してきました。社会保障制度改革推進法（平成24年法律第64号）
第２条 基本的な考え方
　社会保障制度改革は、次に掲げる事項を基本として行われるものとする。 
一 　自助、共助及び公助が最も適切に組み合わされるよう留意しつつ、国民が自立した生活を営むことができるよう、家族相互及び国民相互の助け合いの仕組みを通じてその実現を支援していくこと。 
二 　社会保障の機能の充実と給付の重点化及び制度の運営の効率化とを同時に行い、税金や社会保険料を納付する者の立場に立って、負担の増大を抑制しつつ、持続可能な制度を実現すること。 
三 　年金、医療及び介護においては、社会保険制度を基本とし、国及び地方公共団体の負担は、社会保険料に係る国民の負担の適正化に充てることを基本とすること。 
[bookmark: 1000000000000000000000000000000000000000]四 　国民が広く受益する社会保障に係る費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点等から、社会保障給付に要する費用に係る国及び地方公共団体の負担の主要な財源には、消費税及び地方消費税の収入を充てるものとすること。 

社会保障・税一体改革大綱(平成24年２月17日閣議決定)
持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律案(2013年12月５日成立)(いわゆるプログラム法)

2012年6月25日付日本弁護士連合会「社会保障制度改革推進法案に反対する会長声明」
民主党、自由民主党及び公明党が今国会で成立を図ることにつき合意した社会保障制度改革推進法案（以下「推進法案」という。）は、「安定した財源の確保」「受益と負担の均衡」「持続可能な社会保障制度」（１条）の名の下に、国の責任を、「家族相互及び国民相互の助け合いの仕組み」を通じた個人の自立の支援に矮小化するものであり（２条１号）、国による生存権保障及び社会保障制度の理念そのものを否定するに等しく、日本国憲法２５条１項及び２項に抵触するおそれがある。
すなわち、推進法案（２条３号）は、「年金、医療及び介護においては、社会保険制度を基本とし、国及び地方公共団体の負担は、社会保険料負担に係る国民の負担の適正化に充てることを基本とする」として、年金・医療・介護の主たる財源を国民が負担する社会保険料に求め、国と地方の負担については補助的・限定的なものと位置付けており、大幅に公費負担の割合を低下させることが懸念される。


２０１３年（平成２５年）１１月２１日　社会保障制度改革国民会議報告書に基づき進められる社会保障制度改革の基本的な考え方に反対する意見書　日本弁護士連合会
当連合会は，「社会保障制度改革国民会議報告書～確かな社会保障を将来世代に
伝えるための道筋～」（本年８月６日取りまとめ。以下「報告書」という。），「社
会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく『法制上の措置』の骨子について」（本
年８月２１日閣議決定。以下「法制上の措置（骨子）」という。），及び「持続可
能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律案」（本年１０月１
５日閣議決定・国会提出。以下「法律案」という。）について，以下のとおり意見
を述べ，報告書に基づき進められる社会保障制度改革の基本的な考え方に反対する。
第１ 意見の趣旨
１ 報告書が述べ，法律案が目的とする基本的な考え方は，負担（保険料負担）
と給付（医療・介護・年金の受給）を連動させ，「負担なければ給付なし」と
する保険原理を強化するおそれがあり，公費負担を減らす方向性のものである。
また，社会保障制度の所得再分配機能を弱め，社会保障制度の権利性を限りな
く薄めようとするものであるから，反対である。具体的な問題点は以下のとお
りである。
①社会保障制度を具体化する場合，いたずらに「自助」や「共助」を強調し
て，「公助」，すなわち，国の責務を後退させるようなことがあってはならな
い。国の責任を，「家族相互及び国民相互の助け合いの仕組み」を通じた個人
の自立の支援に矮小化してはならない

　基本合意と介護保険

基本合意文書が確認した介護保険との関係
　自立支援法違憲訴訟団と国（厚生労働省）は、平成二二（二〇一〇）年一月七日に基本合意文書を結んで、訴訟は終結しました。この基本合意文書は障害者権利条約、骨格提言とともに、障害者制度改革の基本文書と位置づけられています。
締結された、基本合意文書では、介護保険について言及しています。　

　　　基本合意文書　第三条
　国（厚生労働省）は、…「障がい者制度改革推進会議」や「部会」における新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の介護保険制度との統合を前提とはせず、…上記に示した本訴訟における原告らから指摘された障害者自立支援法の問題点を踏まえ、…しっかり検討を行い、対応していく。
　
　　　問題点＝「④　介護保険優先原則（障害者自立支援法第七条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。」

　基本合意文書の尊重は、国が裁判所に約束した公的な義務であり、そうである以上、法七条を廃止して、個々の障害者の障害特性に配慮した選択制等を導入すべきという方針を改めて国は確認して、進めるべきです。

自立支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について(平成19年３月28日)における
「①優先される介護保険サービス
自立支援給付に優先する介護保険法の規定による保険給付は、介護給付、予防給付及び市町村特別給付とされている(障害者自立支援法施行令)。したがって、これらの給付対象となる介護保険サービスが利用できる場合は、当該介護保険サービスの利用が優先される」
との規定を廃止して下さい。

　以上をまとめると、基本合意文書（要望書も含んで）が確認した障害福祉制度の方針は、次の通りです。
　
１　介護保険統合の否定
２　介護保険優先原則の廃止
①　法律での優先規定（障害者自立支援法第七条）の廃止
　　②　厚生労働省の優先通知の廃止
３　障害の特性を配慮した選択制の導入

65歳問題に関する考え
　日本は、2014年、障害者権利条約を批准し、権利条約実現にむけて歩みはじめています。しかし、障害者権利条約を実効的に実現するための障害者制度改革では、未だ途上であり、改革の一環として根本的に目的が異なる両制度を「調整規定」「優先原則」などで無理やり接合することで障害者が自立生活を営む権利を阻害する愚を犯すべきではありません。法７条の優先規定・調整規定自体を廃止するのが筋でしょう。

地域包括ケアシステムの５つの構成要素と「自助・互助・共助・公助」
平成25年３月地域包括ケア研究会報告書より
高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができるような包括的な支援・サービス提供体制の構築を目指す「地域包括ケアシステム」
地域包括ケアシステムにおける「５つの構成要素」
【すまいとすまい方】
【生活支援・福祉サービス】
【介護・医療・予防】
【本人・家族の選択と心構え】
「自助・互助・共助・公助」からみた地域包括ケアシステム
【費用負担による区分】
【時代や地域による違い】
図・略

今後の社会保障の在り方について
～「社会保障の在り方に関する懇談会」報告書～(概要)
平成18年５月26日

【基本的考え方】
「自助」を基本として、「共助」が補完し、自助、共助で対応できない状況に対し、必要な生活保障を行う公的扶助や社会福祉などを「公助」として位置づける。
政府が自助・共助・公助の順序を言いだしたとも言われる報告書でさえ、社会福祉は公助として公的に保障するとしている。
社会保障における「保険優先原理」なるものに普遍性など無いし少なくとも、差別禁止・平等権保障を原理とする障害者福祉法に保険原理を持ち込む論理必然性もない。

新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討プロジェクトチーム
平成28年３月24日(木)
地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガイドライン
※本ガイドラインは、福祉サービスを総合的に提供する上で、現行制度の規制等について、現行制度において運用上対応可能な事項を整理したもの。
平成28年３月　厚生労働省
１．地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供の推進
（１）高齢者、障害者、児童等に係る福祉サービスの総合的な提供の意義
厚生労働省は、福祉ニーズの多様化・複雑化、人口減少といった、福祉分野を取り巻く課題に対応するため、局長級のプロジェクトチームにおいて、平成27年９月に「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（以下「新たな福祉ビジョン」という。）を取りまとめた。
新たな福祉ビジョンは、高齢者、障害者、児童等の対象者にかかわらず、包括的・総合的に支援する仕組みを構築するという今後の福祉の方向性を示したものである。福祉サービスの提供に当たっては、地域の支援ニーズの現状・将来的変動、人口の状況、まちづくりの方針等を踏まえ、それぞれの地域がその実情に合った体制を整えることが重要である。
このため、厚生労働省では、専門性に則って高齢者介護、障害者福祉、子育て支援等の支援を行う方法の他に、複数分野の支援を総合的に提供する仕組みを推進していくこととしている。その基本的な理念は、高齢者、障害者、児童等が集い、誰もが分け隔てなく支え合い、その人のニーズに応じた支援が受けられるという共生型社会の構築である。
また、こうした取組を地域づくりの拠点としても機能させていくことが重要である。各地において、既存の補助金や高齢者、障害者、児童等の各対象者別の福祉制度に基づく福祉サービスを活用することで、要介護者、障害者等を分け隔てなく受け入れ、制度に基づく専門サービスを提供するものから、地域福祉の拠点となり居場所機能を担うものまで、様々なかたちで実施されており、こうした共生型の多世代交流・多機能型の福祉拠点による地域づくりの取組が地域の実情に応じて更に拡がることが期待される。

チラシ
ふつうに生きたいくらしたい
障害者権利条約・基本合意・骨格提言の実現めざす
４月21日全国大集会

３年後総合支援法見直し国会審議
2016年５月23日　参議院での参考人陳述
○川田龍平君　それに関連して何か述べることあれば。
○参考人(藤岡毅君)　藤岡です。
　私の資料23ページで、介護保険と障害者福祉の違いというものについて書いております。平等権、生存権、尊厳保障、そういう原理に基づいて本来あるべきですので、経済的にもいまだに劣った地位にある障害者の尊厳、平等、生存権を基本的人権として公的に保障する制度という、障害者の権利保障というものをまずしっかり確立するということがまずは先決だと思いますので、今の状態を何ら改善しないで統合だ併合だというようなことは非常に危険で乱暴な議論だと思います。
　保険原理というのは保険掛金内の相互扶助にとどまりますので、人権に基づく権利性が希薄だと思います。この点、保険の方が保険掛金との対価性があるので権利性が強いという御主張があるそうですけれども、それだと例えば、生活保険というものについては対価性ありませんから、そうすると権利性などないということになって、基本的に憲法25条の解釈を誤っていると言わざるを得ませんので、そういう主張というのは間違った理解だと思いますので、まずは障害者に関しての基本的人権をしっかり保障する制度を確立するということを先にしていただきたいとうことです。

第１回「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部
議事次第　平成28年7月15日　９：15～９：40　９階省議室

１　開会　塩崎厚生労働大臣挨拶
２　議事　(１) 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部について(２)今後の進め方について
３　閉会
《配布資料》
資料１　「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部について
資料２　地域包括ケアの深化・地域共生社会の実現

資料１
 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部について
１．趣旨
これまで我が国の公的な福祉サービスは、高齢者・障害者・子どもといった対象者ごとに、典型的と考えられるニーズに対して専門的なサービスを提供することで、福祉施策の充実・発展に寄与してきた。
しかしながら、介護保険法、障害者総合支援法、子ども・子育て支援新制度など、各制度の成熟化が進む一方で、人口減少、家族・地域社会の変容などにより、既存の縦割りのシステムには課題が生じている。
具体的には、制度が対象としない生活課題への対応や複合的な課題を抱える世帯への対応など、ニーズの多様化・複雑化に伴って対応が困難なケースが浮き彫りになっている。この点に関し、生活困窮者に対する包括的な支援を謳った生活困窮者支援法も、新たな縦割りの制度に陥っていないか、十分に検証が必要である。
また、今後は、地方圏・中山間地域を中心に高齢者人口も減少し、行政やサービス提供側の人材確保の面から、従来通りの縦割りでサービスをすべて用意するのは困難となってくることも予想される。
今般、一億総活躍社会づくりが進められる中、福祉分野においても、パラダイムを転換し、福祉は与えるもの、与えられるものといったように、「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」を実現する必要がある。
具体的には、「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」として主体的に取り組んでいただく仕組みを作っていくとともに、市町村においては、地域づくりの取組の支援と、公的な福祉サービスへのつなぎを含めた「丸ごと」の総合相談支援の体制整備を進めていく必要がある。また、対象者ごとに整備された「縦割り」の公的福祉サービスも「丸ごと」へと転換していくため、サービスや専門人材の養成課程の改革を進めていく必要がある。
これらの具体策の検討を加速化するため、「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」（以下「実現本部」という。）を設置する。「地域共生社会」の実現を今後の福祉改革を貫く基本コンセプトに位置づけ、まずは平成29年の介護保険法の法改正、30年度・33年度の介護・障害福祉の報酬改定、さらには30年度にも予定されている生活困窮者支援制度の見直しに向けて、部局横断的に幅広く検討を行う。

２．体制
（１）実現本部
厚生労働大臣の下に、以下の体制を実現本部として構成する。実現本部の庶務は関係部局の協力を得て、政策統括官（総合政策担当）社会保障担当参事官室において処理する。
本部長 ：厚生労働大臣
本部長代行 ：厚生労働副大臣
本部長代理 ：厚生労働大臣政務官
本部長補佐 ：厚生労働大臣補佐官総合政策参与
副本部長 ：厚生労働事務次官、厚生労働審議官、
大臣官房長、大臣官房総括審議官（国会担当）
事務局長 ：政策統括官（総合政策担当）
事務局次長 ：大臣官房審議官（社会・援護・人道調査担当） 
大臣官房審議官 (医療介護連携担当） 
構成員 ：別紙１の職にあるもの
（２）ワーキンググループ
実現本部の下に、「地域力強化ワーキンググループ」、「公的サービス改革ワーキンググループ」、「専門人材ワーキンググループ」を置く。各ワーキンググループは、審議官のチームが議論をとりまとめるとともに、必要な作業のため、関係部局の企画官、課長補佐、係長をメンバーに加える。各ワーキンググループの構成は別紙２のとおりとする。

資料２
地域包括ケアの深化・地域共生社会の実現
平成28年７月15日　厚生労働省

地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガイドライン(概要)
ポイント
○兼務・共用の取扱いが明確でない人員・設備の取扱いについて、現行制度で運用上対応可能な事項を明確化し、高齢者、障害者、児童等の福祉サービスの総合的な阻害要因を解消。
明確化する事項
○高齢者、障害者、児童等の福祉サービスを組み合わせて福祉サービスを総合的に提供する際の、以下の①～③の事項を明確化。
①兼務可能な人員
・管理者、代表者、医師、栄養士、調理員
➁共用可能な設備
【基準上規定がある設備】
・食堂、居間、、機能訓練室、訓練・作業室、指導訓練室、浴室、医務室、静養室、事務室、相談室、調理室、洗面所、洗濯室、非常災害に際して必要な設備、便所等
【基準上規定がない設備】
・玄関、廊下、階段、エレベータ、送迎バス
※高齢者、障害者、児童等がそれぞれ利用する設備を区切る壁等の設置が不要なことも併せて明確化
③基準該当障害福祉サービス等が利用可能であること
　高齢者、障害者、児童等に対する福祉サービスの総合的な提供を実施する場合は、基準該当障害福祉サービスを実施することが可能であることを明確化。


暮らしと生きがいをともに創る「地域共生社会」
【地域共生社会の好循環】
子ども
高齢者などと日常的に関わり合いながら暮らし、健全な成長に効果。
高齢者
子育て支援などで役割を持つことが、予防に効果。
障害者
活躍する場を持つことが、自立・自己実現に効果。
地域の実践例①：「富山型デイサービス」(富山県)
・介護保険の指定通所介護事業所を母体として、障害者総合支援の就労継続
支援B型の事業を実施する。
・高齢者だけでなく、障害者、子どもなど、多様な利用者が共に暮らし、支え合うことでお互いの暮らしが豊かになる。
・子どもが関わることで、高齢者のリハビリや障害者の自立・自己実現に良い効果を生む。
地域の実践例➁「おじゃまる広場」など(三重県名張市)
・名張市では、子ども・高齢者・障害者の誰もが活躍できる場を作り出し、好循環を生み出す仕組みを構築。
・高齢者や障害者が、子育て支援にボランティアとして参画し活躍。子どもも高齢者や障害者に元気を与えて活躍。(「おじゃまる広場」、「子ども支援センター」など)
・このほか、「まちの保健室」は、介護・生活・子育てなどワンストップの相談窓口、地域づくりと地域福祉の総合的拠点として機能。


「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を取りまとめました
　厚生労働省の「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」はこのほど、「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を取りまとめましたので公表します。今後、厚生労働省は地域共生社会の実現を基本コンセプトとして、本年の介護保険制度の見直し、平成３０年度の介護・障害福祉の報酬改定、さらには、平成３０年度に予定される生活困窮者自立支援制度の見直しなどの機会をとらえ、具体的な改革を行ってまいります。
別添１　「地域共生社会」の実現に向けて(当面の改革工程)【概要】

「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）【概要】
「地域共生社会」とは
◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、
人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく
改革の背景と方向性
公的支援の『縦割り』から『丸ごと』への転換
○個人や世帯の抱える複合的課題などへの包括的な支援
○人口減少に対応する、分野をまたがる総合的サービス提供の支援
『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを育む仕組みへの転換
○住民の主体的な支え合いを育み、暮らしに安心感と生きがいを生み出す
○地域の資源を活かし、暮らしと地域社会に豊かさを生み出す
改革の骨格
地域課題の解決力の強化
 住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協働して、地域
課題の解決を試みる体制を整備【29年制度改正】
 複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築【29年制度改正】
 地域福祉計画の充実【29年制度改正】
地域を基盤とする包括的支援の強化
地域包括ケアの理念の普遍化：高齢者だけでなく、
生活上の困難を抱える方への包括的支援体制の構築
共生型サービスの創設【29年制度改正・30年報酬改定】
市町村の地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断的な
包括的支援のあり方の検討
地域丸ごとのつながりの強化
 多様な担い手の育成・参画、
民間資金活用の推進、多様な就労・社会参加の場の整備
 社会保障の枠を超え、地域資源（耕作放棄地、環境保全など）と
丸ごとつながることで地域に「循環」を生み出す、先進的取組を支援
専門人材の機能強化・最大活用
対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設の検討
福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・試験科目の一部免除の検討
実現に向けた工程
平成29（2017）年：介護保険法・社会福祉法等の改正
 市町村による包括的支援体制の制度化
 共生型サービスの創設など
平成30（2018）年：
 介護・障害報酬改定：共生型サービスの評価など
 生活困窮者自立支援制度の強化
平成31（2019）年以降：
更なる制度見直し
【検討課題】
①地域課題の解決力強化のための体制の全国的な整備のための支援方策（制度のあり方を含む）
②保健福祉行政横断的な包括的支援のあり方③共通基礎課程の創設等
2020年代初頭：全面展開

「我が事・丸ごと」政策に対する違和感
「自立観」に対する疑問
高齢・乳幼児・障害という要援護者だけが同じ場所に集められ、それらが助け合うことが自立や自己実現の美談とされていますが、障害の有無にかかわらず、人の自立や自己実現は、人それぞれの自由意思で決められるべきものです。
二 社会保障制度の理念を自助・共助・公助の順とすることは憲法上問題です。
要するにこの政策は「支え合い」です。しかし、社会保障制度とは、国が国民の生存・健康・生活を公的な責任で保障することです。日本国憲法25条は社会福祉国家理念を採用しています。「我が事・丸ごと」は、「助け合い」の美名のもとに公的責任を後退させ、社会保障の権利性を否定し、障害者権利条約の認める障害者の権利を弱体化させます。
三 事害者権利条約の目指す共生社会(インクルーシブな社会)との齟齬
援助を必要とする障害者・高齢者・乳幼児・生活困窮者等だけが同じ場所に集められて暮らすことが理想とされており、財政的理由からの合理化の仕組みです。
四 基本合意・骨格提言・障害者権利条約の実現が優先順位です。
基本合意・骨格提言・障害者権利条約の実現が内容とされていない障害者政策は基本合意・骨格提言・権利条約に抵触するものです。
五 日本の障害者予算が国際的に低廉であることを直視すべきこと
財務省の検討会では「障害保健福祉関係の平成28年予算は、他の社会保障関係費の2倍の伸び率」などとしています。しかし、もともとの障害者予算が低すぎたのです。2016 年5月11日塩崎大臣も国会で「日本の障害者の施策は、世界的に見れば、特にOECDの中で見ても、平成23年でも34カ国中28位...でありますから、...OECD諸国の平均より低いという指摘は、もうそのとおり認めないといけないんだろうというふうに思って います。」と答弁しています。GDPの少なくとも4%程度を障害予算に充てるべきです。
六　「Nothing about us without us！」＝私たち抜きに私たちのことを決めないで！というテーゼ及び基本合意における国の反省に反すること
国は基本合意にて今後の障害者福祉法制については、障害者の意見を十分に踏まえて十分な議論のもとに進めることを約束しました。障害者権利条約推進のテーゼは「Nothing about us, without us！」です。
しかし「我が事・丸ごと」政策は、厚生労働官僚だけで立案され、推進されています。2016年12月26日、厚労省地域力強化検討会から中間とりまとめが発表されました。しかし障害当事者の委員はほとんど見当たらず、内容も障害当事者の意見を反映した印象はありません。障害者抜きで障害者に関する政策の議論が進められています。施策推進の方法論が唐突で強引であり、基本合意に抵触し、障害者権利条約の精神に反するものです。
まとめ 形を変えた「介護保険統合策」に他ならないこと
社会保障における憲法上の国・自治体等の公的責任、国民の権利保障を曖昧にする危験をはらむ「我が事・丸ごと」政策は根本的に疑問があります。
一度、白紙にした上で、今後の日本の社会保障政策のあり方を考え直すべきです。

「介護保障を考える弁護士と障害者の会全国ネット」の実績例
支援を得て私らしく生きる！書籍表紙
読売新聞2016年10月30日　24時間在宅介護実現した事例集　新聞記事略

毎日新聞　2013年10月27日　介護保険が支える「自立」　弁護士が障害者支援
自治体への申請、交渉など相談を　

介護保障を考える弁護士と障害者の会全国ネット　４周年シンポ
日時：2016年10月15日（土）13：00～17：00（開場12：30）
場所：川崎市産業振興会館4階
内容：「介護保障がいのちを支える～ALSの場合～」講演者：岡部宏生、平岡久仁子
「弁護団方式によるヘルパー時間数24時間交渉事案」講演者：原島有史弁護士、患者様ご本人
「全国各地からの弁護団方式によるヘルパー時間数交渉及び裁判等の事例報告＆意見交換」報告者：全国各地の弁護団　コーディネーター：藤岡毅弁護士

介護保障を考える弁護士と障害者の会全国ネットが支援してきた事件一覧略

各地で最近よく聞かれる声 
　介護保険事業者や高齢分野のケアマネージャーが障害福祉のプランを仕切るようになってきたことから障害福祉を使ってきた障害者や家族がケアマネ等から、次のようなことを平然と言われるようになってきている 
・介護は本来家族がやるべき ２４時間ずっと公的介護なんて贅沢 
・介護保険では生きられないという障害者だけが 障害者福祉を利用できる。だからあなたは障害福祉制度を使う資格がない 

総合福祉部会　第12回　H23.2.15　資料１「障害者の社会生活の支援を権利として総合的に保障する法律」（案）法の理念、目的、総則部分
総合福祉部会「法の理念・目的チーム」２０１０年１２月８日
【前文】
「わが国及び世界の障害者福祉施策は「完全参加と平等」を目的とした１９８１年の国際障害者年とその後の国連障害者の１０年により一定の進展を遂げたが、依然として多くの障害者は他の者と平等な立場にあるとは言いがたい。　そのため、２００６年１２月国連総会にて「障害のある人の権利に関する条約」（以下「権利条約」）が採択され、２００７年９月に日本政府も署名し、２００８年５月には国際的に発効し、わが国も批准に向けた準備をすすめてきた。　この法律の制定はわが国の障害者の権利保障を法的に根拠付け、障害者支援に関する国内法を権利条約の水準に引き上げる障害者制度の改革を目的とする。　憲法第１３条、１４条、２５条等の諸規定に基づき、障害者は人間としての固有の尊厳及び自由並びに生存が平等に保障される基本的人権を有しており、従来この国で保護の対象とされてきた障害者が人権行使の主人公であるという改革の理念を確認し、障害福祉施策は憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援することをこの法律の基本とする。　さらにこの法律は、権利条約の掲げるインクルージョン、すなわち障害者が社会の中で当然に存在し、障害の有無にかかわらず誰もが排除されず、分離・隔離されずに共に生きていく社会こそが自然な姿であり、誰にとっても生きやすい社会であるとの考え方を基本としている。それは、障害は個人に責任がなく、参加を拒んでいる社会の側に責任があるとする考え方を基礎としており、わが国で根強い障害の個人責任、家族責任を否定し、障害に基づく様々な不利益が一部の人に偏在している不平等を解消し、平等な社会を実現するために社会が支えることをこの法律は目的とする。　とりわけ人生の長期にわたって施設、精神科病院等に入所、入院している障害者が多数存在している現状を直視し、地域で自己決定の尊重された普通の暮らしが営めるよう支援し、地域生活への移行を推進するための総合的な取り組みを推進することがこの法の使命である。　そして障害者の自立とは、経済的な面に限らず、誰もが主体性をもって生き生きと生活し、社会に参加することを意味することを確認し、この法律は、障害者が必要な支援を活用しながら地域で自立した生活を営み、生涯を通じて固有の尊厳が尊重されるよう、社会生活を支援する。これは現在障害を持つ人に限らず全ての人のためのものである。　人権保障としての支援という趣旨に照らせば、国・地方公共団体の義務的経費負担が原則的仕組みとなる。　この法律は、これらの基本的考えに基づき、障害の種別、軽重に関わらず、尊厳のある生存、移動の自由、コミュニケーション、就労等の支援を保障し、障害者各自が、障害のない人と平等に社会生活上の権利が行使できるために、あらゆる障害者が制度の谷間にこぼれ落ちないように必要な支援を法的権利として総合的に保障し、差異と多様性が尊重され、誰もが排除されず、それぞれをありのままに人として認め合う共生社会の実現をめざして制定されるものである。」

このこと（障害者の人権保障のための福祉法制定）を置き去りにして、　「誰もが分け隔てなく」などの美辞麗句の旗のもと、介護保険との統合などすれば、　障害福祉の公権力による公的責任は胡散霧消し、　障害者は介護保険の大海に呑み込まれ、　障害者が運動により勝ち取ってきた地域での自立生活の権利は間違いなく、なし崩し的に崩壊するでしょう。改めて、基本合意・骨格提言・権利条約の法制化の実現を運動の基本方針として確認したいと思います。

ご清聴ありがとうございました。共に生きる社会の実現に向けて、共に歩んで行きましょう。

以上
